
 

事 務 連 絡 

令和２年 12 月 11 日 

 

各指定障害福祉サービス等運営法人代表者 殿 

 

沖縄県子ども生活福祉部   

障害福祉課事業指導支援班  

 

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（障害分）の申請について（依頼） 

 

みだしのことについて、県では、障害福祉サービス事業所・施設等に対して新型コロナウイル

ス感染症対策に要する物品購入等や、障害福祉サービス等の利用再開に向けた利用者への働きか

け及び環境整備への支援事業に係る申請を受け付けております。 

貴法人におかれましては、下記及び当課ホームページをご確認いただき、当該支援事業の申請

につきまして、受付期間内に漏れなく行っていただきますよう、よろしくお願いします。 

 

記 

 
1. 事業名 

① 感染症対策徹底支援事業 

感染症対策に要する物品購入等のかかり増し経費を補助 

② 利用者への再開支援への助成事業 

サービス利用休止中の利用者への利用再開支援に要する経費を補助 

③ 感染症対策徹底に向けた環境整備への助成事業 

３つの密を避けるための環境整備に要する経費を補助 

 

 ※1事業所で最大で①②③全ての事業に申請できます（推奨）。 

 ※令和２年４月１日以降に購入等を行ったものであれば、申請前のものも補助対象となります。 

 ※補助額にはサービス種類ごとに上限があります。 

 

2. 申請受付期間 

受付期間：令和２年 12月 15 日～令和３年２月末 

受 付 日：毎月 15日～末日（国保連の通常の給付費請求業務との重複を避けるため） 

 

3. 申請方法 

 ・ 障害福祉課ホームページ掲載の補助金交付要綱及びよくある質問をよくご確認のうえ、国

保連等を通して申請してください。 

・ 法人一括申請（同一法人の異なる事業所番号の事業所や同一事業所番号で複数のサービス

を行う事業所の申請を取りまとめる）をお願いします。 



 
 

沖縄県障害福祉課事業指導支援班 

TEL : 098-866-2190 

・ 一の事業所が複数サービスを実施している場合は、それぞれについて基準単価まで補助し

ます。 

（例：居宅介護と重度訪問介護を実施する事業所が感染症対策徹底支援事業を申請する場合

の基準単価は、居宅介護 115 千円と重度訪問介護 188 千円を合わせた 303 千円となる。） 

・ 一の多機能型事業所が複数サービスの指定を受けている場合は、高い方のサービスに係る

基準単価のみの補助となります。 

（例：児童発達支援と放課後等デイサービスを実施する事業所が感染症対策徹底支援事業を

申請する場合の基準単価は、児童発達支援 380 千円と放課後等デイサービス 360 千円を比

較して高い方の 380 千円のみとなる。） 

・ 慰労金が未申請の場合は、あわせて申請してください。 



～新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（障害分）の申請のご案内～

感染症対策徹底支援事業

感染症対策に要する物品購入等のかかり増し経費を補助します

対象事業所：全ての事業所

上限額：サービス種類毎に基準単価を設定しています

利用者への再開支援への助成事業

サービス利用休止中の利用者への利用再開支援に要する経費を補助します

対象事業所：入所施設、共同生活援助及び地域定着支援以外の事業所

上限額：１利用者当たり 1,500円～2,500円（サービス種類毎に基準単価を設定）

感染症対策徹底に向けた環境整備への助成事業

３つの密を避けるための環境整備に要する経費を補助します

対象事業所：入所施設、共同生活援助及び地域定着支援以外事業所

上限額：２０万円

お問合せ先 沖縄県障害福祉課 事業指導支援班 電話 098-866-2190

沖縄県障害福祉課 コロナ支援 検索

沖縄県障害福祉課ホームページ掲載の交付要綱及びよくある質問をよくご確認のうえ申請をお願いします。

１事業所で最大で３つの支援事業全てに申請でき、サービス種類毎（多機能型除く）にそれぞれの基準

単価上限額まで補助されます。

令和２年４月１日以降に購入等を行ったものは全て補助対象となります。

申請後に購入等を見込むものも補助対象となります。

申請例：居宅介護と重度訪問介護を実施する事業所の場合・・・

● 感染症対策徹底支援事業 居宅115千円＋重度188千円＝303千円

● 利用者への再開支援への助成事業 ２千円×利用者20人＝40千円

● 感染症対策徹底に向けた環境整備への助成事業 居宅200千円＋重度200千円=400千円

3事業合計 743千円

PCR検査

等が対象となります（一例）。

衛生用品 追加的人件費

電話や訪問により、

健康状態や生活実態、感染対策に配慮した
形態での利用再開に向けた要望確認 等

の実施を評価。

飛散防止パネル 扇風機・換気設備等の設置 ICT機器 等が対象となります（一例）。

アプローチ！

注目！！

申請上限額

感染者等への支援に伴う職員宿泊費


